
海上交通低炭素化促進事業費補助制度の概要（予算枠：５０億円）海上交通低炭素化促進事業費補助制度の概要（予算枠：５０億円）

目目 的的

「低炭素化改造等事業」又は「低炭素型中古船舶代替事業」に要する経費の一部を国が補助
することにより燃費の向上等を図り、もって地域環境及び地球環境の保全を図るとともに、
船舶運航事業等の活性化による経済の活性化及び地域の活性化を図ることを目的とする。

低炭素化改造等事業低炭素化改造等事業（約（約4040億円）億円） 低炭素型中古船舶代替事業（約低炭素型中古船舶代替事業（約1010億円）億円）

・補助対象事業者は、船舶運航事業者、船舶貸
渡業者及び内航海運業者であり、保有船舶に
に補助対象設備等の取付等を行う者※１

・補助対象経費は、補助対象設備等の価格及び
補助対象設備等の取付等をするために要する
作業費用が対象

・補助対象事業者は、船舶運航事業者、船舶貸
渡業者及び内航海運業者であり、買換の対象
として低炭素型中古船舶（要綱「別表第２」参照）
を購入し、かつ買換前の経年船舶（申請前１年
以上保有）を解撤又は海外売船する者※１

船舶運航事業等の活性化による経済の活性化及び地域の活性化を図ることを目的とする。

作業費用が対象
・補助金額は、補助対象経費の１／２
（設備等に係る補助対象経費の１／２の額が
百万円未満の場合は交付しない）

・補助対象設備等：要綱「別表第1」参照（建造中、
建造予定の船舶への設置等は補助対象外

・補助対象経費は、買換える低炭素型中古船舶
の購入価格から経年船舶を海外売船等した価
格を差し引いた額が対象

・補助金額は、補助対象経費の１／２
（補助対象経費の１／２の額が２５百万円未満
の場合は交付しない。１００百万円を超える場合
は、１００百万以下とする。）

定義 綱「第 条 参 本 港 本 本 各港 われ も を除く※１ 定義：要綱「第３条」参照。本邦の港と本邦以外の地域との間又は本邦以外の地域の各港間において行われるものを除く

１．補助金交付申請書１．補助金交付申請書※２の作成の作成（様式第１又は様式第２）（様式第１又は様式第２）

「低炭素化改造等事業」及び「低炭素型中古船舶代替事業」により、燃料消費等の低減効果（省エネ
効果）を見込めることが必要。※３

※２ 申請時、カタログ等による数値等に基づき、燃料低減率（％）又は燃料低減量（L) 等の省エネ効果を１年間換算での試算が必要

※３ 申請時、「事業計画」に係る既設置等・正式契約締結・解撤・海外売船・低炭素型中古船舶購入を行っているものは補助対象外

船舶所有者が管轄の
公募締め切り日

平成２２年３月３１日
２．交付決定通知２．交付決定通知

国土交通省で補助金交付申請書の内容を審査し、交付決定を通知 事業の開始※４

《交付決定が補助金支払いを確約するものではない。あくまでも事業計画の実施を認めるもので
あり、「事業計画」実施後の実測値に基づく「実績報告書」で効果が認められることが前提》

船舶所有者が管轄の

地方運輸局等へ「補助金
交付申請書」の提出

※４ 交付決定通知後 「事業計画」に係る正式契約締結・設置等・解撤・海外売船・低炭素型中古船舶購入を行うものとすること

３．実績報告書の作成３．実績報告書の作成（様式第１２）（様式第１２）

補助対象事業が完了した日※５から、３０日を経過した日までに「実績報告書」（添付「補助対象事業
が完了したことを確認するに足りる書類」 及び「低減効果計算書」（要領11.(3)参照））を提出
《省エネ効果が認められない場合、補助金を交付しない場合がある》

船舶所有者が管轄の

地方運輸局等へ「実績報
※５ 低減効果の実測値が計測完了した日

※４ 交付決定通知後、「事業計画」に係る正式契約締結・設置等・解撤・海外売船・低炭素型中古船舶購入を行うものとすること

地方運輸局等へ「実績報
告書」の提出

４．額の確定通知４．額の確定通知
国土交通省で「実績報告書」の内容を審査 補助金の額を確定し通知

５．補助金の請求５．補助金の請求（様式第１７）（様式第１７）

すみやかに申請者は管轄地方運輸局等に「補助金支払請求書」を提出 補助金の交付


